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①全額免除
（納付なし）

②４分の３免除
（４分の１納付）

③半額免除
（半額納付）

④４分の１免除
（４分の３納付）

単身世帯 ５７万円
（１２２万円）

９３万円
（１５８万円）

１４１万円
（２２７万円）

１８９万円
（２９６万円）

２人世帯
（夫婦のみ）

９２万円
（１５７万円）

１４２万円
（２２９万円）

１９５万円
（３０４万円）

２４７万円
（３７６万円）

４人世帯
（夫婦・１６歳未満の子）

１６２万円
（２５７万円）

２３０万円
（３５４万円）

２８２万円
（４２０万円）

３３５万円
（４８６万円）

表１【免除の対象となる所得（収入）の目安】
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○対象

２０歳～３０歳未満の人
○所得 『本人・配偶者』
のそれぞれの平成１９年中の所得が
一定以下の場合（下表を参照）
○免除期間

平成２０年７月～平成２１年６月
＊制度適用期間は、老齢基礎年金の
金額には含まれませんが、老齢・
障害・遺族年金を請求する場合の
受給資格期間に含まれます。

世帯構成 若年者納付猶予

単身世帯 ５７万円
（１２２万円）

２人世帯
（夫婦のみ）

９２万円
（１５７万円）
１６２万円

（２５７万円）

【免除の対象となる所得（収入）の目安】

○対象

２０歳～６０歳未満の人
○所得

『本人・配偶者・世帯主』のそ
れぞれの平成１９年中の所得が一
定以下の場合（表１を参照）
○免除期間

平成２０年７月～平成２１年６月

＊各免除期間は、老齢・障害・遺族年
金を請求する場合の受給資格期間
に含まれます。各免除制度を受け
た期間の老齢基礎年金の計算は、
表２をご覧ください。

平成２０年１０月から
保険税の納付方法に年金からの天引き（特別徴収）が加わります

納付書による現金納付や口座振替による納付方法
（普通徴収）に加え、平成２０年１０月から、右のすべ
ての条件に当てはまる世帯に対して、世帯主の年金
から保険税を天引きする特別徴収を開始します。
また、特別徴収になった世帯に年度の途中で世帯

員数が増加した場合の保険税は、特別徴収分はその
ままに、増額分を普通徴収によって納付していただ
く場合があります。

ご確認ください！
７月中旬に納税通知書を郵送します

医療保険分＋介護分　→　医療保険分＋後期高齢者支援分＋介護分に！
税率は変わりません

国民健康保険制度の一部が変わります

国民健康保険は、皆さんに納めていただく保険税
と、国の負担金などを財源として運営しています。
なかでも保険税は医療費への支払いをするため、も
っとも重要な財源です。
平成２０年度の保険税からは、従来の医療保険

分・介護分に後期高齢者支援分を加えて計算するよ
うになります。これは平成２０年４月から、制度改
正により後期高齢者医療制度（通称：長寿医療制度）
の財源の４割を、国民健康保険をはじめとする各医
療保険からの支援金で賄うことになったためです。

平成２０年度に皆さんに納めていただく保険税は、下
表の税率により計算した額の合計額になります。平成
２０年度は医療分と支援分に分かれていますが、賦課限
度額も含めて平成１９年度の税率と変わりません。
なお、保険税は世帯主に課税しています。世帯主が

社会保険加入者や後期高齢者医療制度に移った人でも、
世帯の中に国民健康保険加入者がいる場合には、その
世帯主が納税義務者になります。

＊基準総所得金額とは、賦課期日の属する年の前年の所得金額から３３０，０００円を控除した金額

問合せ　国保年金課

電話０５５‐９４８‐２９０５

医療保険分 介護分（４０歳～６４
歳までの人に加算）

平
成
19
年
度

（基準総所得金額＊の）
所得割

（固定資産税額の）
資産割

（被保険者１人のにつき）
均等割

（１世帯につき）
平等割

所得割 均等割

６．１％ ３６％ ２３，５００円 ２４，０００円 ０．９５％ １０，８００円

平
成
20
年
度

医療
保険分

後期高齢
者支援分

医療
保険分

後期高齢
者支援分

医療
保険分

後期高齢
者支援分

医療
保険分

後期高齢
者支援分 ０．９５％ １０，８００円

４．６％ １．５％ ２６％ １０％ １７，５００円 ６，０００円 １８，０００円 ６，０００円

平成２０年度の税率
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さ
い
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○対象

大学・短大・専門学
校・各種学校などに在
学している２０歳以上の学生
○所得 『学生本人』の平成１９年
中の所得が１１８万円以下（収入が
１９４万円以下）
○免除期間

平成２０年４月～平成２１年３月
＊制度適用期間は、老齢基礎年金
の金額には含まれませんが、老
齢・障害・遺族年金を請求する場
合の受給資格期間に含まれます。

国民年金保険料の全額
免除申請をしても、所得
によっては一部（４分の
１～３）しか免除されな
い場合があります。その
場合、残りの保険料を納
付しなければ、未納と同
じ扱いになってしまうの
でご注意ください。

免除段階

世帯構成

■持ち物
１．年金手帳　
２．認め印（本人が署名する場
合は不要）

３．学生証（学生のみ必要・コ
ピー可）

■申請先　
国保年金課　

電話０５５‐９４８‐２９０５
韮山市民サービス課

電話０５５‐９４９‐６８００
大仁市民サービス課　

電話０５５８‐７６‐８０００
■問合せ 三島社会保険事務所　

電話０５５‐９７３‐１４４４
静岡社会保険事務局ホームページ
http://www.sia.go.jp/̃shizuoka/

（全額納付）
①全額免除
（納付なし）

②４分の３免除
（４分の１納付）

④４分の１免除
（4分の3納付）

③半額免除
（半額納付）

０円 ３，６００円 ７，２１０円１４，４１０円 １０，８１０円

全 額 で計算
１
３ で計算

１
２ で計算

２
３ で計算

５
６

納める
保険料額

受け取る
年金額

【特別徴収を開始する世帯】

１．世帯主を含む世帯内の国民健康保険

加入者全員が、６５歳～７４歳である

２．世帯主が年額１８万円以上の公的年

金を受給している

３．世帯主の国民健康保険税額と介護保

険料の合計額が、年金の受給金額の

２分の１を超えない

平成２０年度保険税の年税額が確定した納税通知書は、世帯主あてに７月中旬
に郵送予定です。なお、特別徴収対象世帯の世帯主あてには、年度の途中で徴
収方法が切り替わるために、９月までの普通徴収分の納税通知書と、１０月以降
の特別徴収分の納税通知書と２通の納税通知書を郵送します。

４人世帯
（夫婦・１６歳未満の子）

表２【納める保険料額と老齢基礎年金の計算】

所得が免除等の承認基準を上回
っている人も、退職などの理由に
より免除等の承認を受けられる場
合があります。右記の持ち物の他
に、雇用保険受給資格証、雇用保
険被保険者資格喪失確認通知書、
雇用保険被保険者離職票など（コ
ピー可）を持参してください。


